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【開示や公表の禁止】 
本資料とこれに含まれる情報は、本資料の購入者だけに提供しているものです。それ以外への開

示や公表は行わないようにご注意ください。 

【禁無断転載】 
本資料の内容の一部または全部を無断で複写複製することは、法律で認められた場合を除き、         

著作権及び出版者の権利の侵害となります。 

【責任の制限】 
本資料に含まれる全ての情報について JEITA は何ら責任を持つものではありません。また、直接

間接を問わず本資料に含まれる情報に起因する逸失利益あるいは損害に対して、事由や結果を

問わず、JEITAは何らの責任を負うものではありません。 

Ⅰ. 調査概要 
 
1. 経緯 
日本の電子工業は、国内生産規模で2024年約11.3兆円（2007年20.1兆円）規模の産業である。しかし

ながら、日系企業のグローバル化に伴い、国内生産統計のみで電子情報産業全体を把握することは難し

くなったため、2007年からグローバルベースでの調査を実施している。本調査は、円ベースで数値を作成
している。為替が大きく変動した2015年より円ドルの平均為替レートを用いて円をドルに変換した数値を参
考値として記載してきた。2017年より品目毎に検証を行い、世界生産額をドルで掲載し、現在に至る。 
 
2. 調査の目的 
世界の電子情報産業の生産規模をデータにより明確にするとともに、世界の中での日系企業の位置づ

けを把握することを目指す。 
 
3. 調査の範囲と分類 
電子情報産業の範囲は次のとおりとする。 
（1）電子工業計（電子機器＋電子部品・デバイス）にソリューションサービスを加えた合計を電子情報
産業の範囲とする。 

（2）品目分類については経済産業省の生産動態統計品目を基本としている。 
（「Ⅲ.調査品目一覧」参照） 

 
4. 調査方法 
当協会の会員各社に対して、2024年10月～11月にかけてアンケート調査を実施しとりまとめた。 
予測数値の作成方法としては、「JEITA ITE Forecast Briefing Tool」を用い、各社より基準年（2022

年）推計値、業界値の伸び率、地域別生産・需要ウェイト、コメントの回答を得て、事務局にて集計を行っ

た。結果には平均値を採用した。本報告書は、アンケート調査の集計結果をまとめたものである。 
 
5. ご協力いただいた団体・機関（順不同、敬称略） 
   一般社団法人  カメラ映像機器工業会 

一般社団法人 情報通信ネットワーク産業協会 
一般社団法人 日本画像医療システム工業会 
一般社団法人 日本電気計測器工業会 
一般社団法人 日本電気制御機器工業会 
一般社団法人 日本補聴器工業会 
一般社団法人 WSTS 日本協議会 

 
調査協力 OMDIA 
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